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＜小・中学校＞

■全小・中学校における学校経営計画の策定・実施

➔県教委による各校の学校経営計画の内容の確認（5月）

学校経営計画の策定率：⼩・中学校ともに100%

■指導的な⽴場にある教育関係者の意識の共有

・会議・研修会等における周知・啓発・協議

➔市町村教育⻑会議（4月 全市町村教育⻑参加）

PDCAサイクルに基づく組織的な学校経営の重要性について周知

➔小中学校⻑会（４月 ⻄部・中部・東部 全校⻑参加）

学校経営について先進校の取組発表や協議

■各学校への訪問指導・助言等の充実・強化

・学校経営アドバイザー※による訪問【全小・中学校、各校年2回以上】

➔東部198回、中部283回、⻄部151回（10月末）

１回目訪問実施率100％（237校）

※退職校⻑等7名（東部：2名、中部：3名、⻄部：2名）

＜高等・特別支援学校＞

■学校経営計画の充実と組織的な学校経営の推進

➔これまでの「学校経営構想図」「年間指導計画」「学校評価」の

各シートをまとめた「学校経営計画」の様式を新たに作成し、

前年度中に説明を⾏い、本年度より作成・提出を依頼

➔校⻑会（4/13）において各校の学校経営計画の共有・協議

➔副校⻑・教頭会（4/20）において各校の学校経営計画及び実践

事例を共有

➔教育⻑⾯談による学校経営計画の取組状況の確認(4〜6月 全校対象)

学校訪問による面談：14校、来庁（⻄庁舎）での面談：28校

■学校支援チームによる訪問指導・助言等の充実・強化

・企画監等による訪問 【各校年６回程度】

➔10月末現在：135回実施（1校あたり平均4.5回）

学校経営計画の進捗状況の確認と成果・課題の共有

＜小・中学校＞

○学校経営アドバイザーの指導を通じて、全国学⼒・学習状況調査

等の結果を分析し、取組の改善を図るPDCAサイクルが各学校に

着実に定着してきている。

●全国学⼒・学習状況調査の結果を学校経営計画の取組の改善に⼗

分⽣かすことができていない学校は、正答率の差だけで分析が終

わっており、課題の要因分析がしっかりとできていないことが多

い。

➔全国学⼒・学習状況調査の結果の分析等が⼗分でない学校に対

して、教育事務所⻑や学校経営アドバイザーが訪問を⾏い、学

校の状況に応じて具体的な指導・助⾔を⾏う。

＜高等・特別支援学校＞

○学校経営計画の進捗管理を意識的に⾏う学校が増えてきた。

●学校経営計画における取組内容が、目標達成に向けて実効性のあ

るものとなっていない学校がある。

➔学校経営計画の評価指標の前期達成状況を10月に把握した上で、

後期に向けた具体的な内容を確認し、進捗管理を⾏う。

➔国数英以外の教科に対し、教科会の実施を促すなど、学校全体

で授業改善を⾏う組織づくりを⽀援する。

●各⾏事の事後評価に管理職が参加し、改善策を検討している学校

があるものの、日々の業務が多忙であり、学校経営計画を振り返

る余裕のない学校が⾒られる。

●日々の業務が⾃校評価を意識した取組となるよう、教職員に対す

る意識付けを強化する必要がある。

➔PDCAを意識した学校経営となるよう、学校⽀援チームによる

訪問指導を継続して⾏う。

進捗管理票1 取組①

進捗管理票16 取組①

チーム学校の構築1取組の方向性

＜学校の組織マネジメント⼒の強化＞

主な対策 A 成果（○）・課題（●）と今後の取組（➔）C平成30年度 これまでの取組状況D

学校の組織マネジメント⼒を強化する

仕組みの構築

＜小・中・高等・特別支援学校＞

【取組のKPI】

＜小・中学校＞

①学校経営アドバイザーの評価により、

学校経営に課題がある※と判断され

た学校：10％以下

※ビジョンが明確でない、評価指標が

あいまい、検証・改善サイクルが

確⽴されていない など

➔8.7%（9月時点）

＜高等・特別支援学校＞

②学校経営計画での重点取組項目の中

間評価の結果をその後の取組に反映

させている学校の割合：100%

➔（12月集計予定）

③学校経営計画における自校評価結果

がＢ（ほぼ目標を達成）以上の学校

の割合：100％

➔（12月集計予定）
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■一定規模の中学校における教科の「タテ持ち」の全面実施

・教科の「タテ持ち」の導入の促進

➔「タテ持ち」指定校31校（H28指定校9校、H29指定校10校）

➔「タテ持ち」の成果等の情報発信：⼩中学校⻑会（4月）

・教科会の充実

➔組織⼒向上エキスパートの学校訪問等による指導・助⾔

（10月末：142回）

➔指導主事による訪問指導（10月末：604回）

➔研究協議会の実施（5/31）

➔教科主任連絡会の実施（高知市 数学科7/10 国語科7/11）

➔福井県先進校視察研修（新規指定校対象）の実施（6/28,29）

・「タテ持ち」導入校におけるミドルリーダーの育成

➔主幹教諭連絡会の実施【年間６回予定】

第１回 5/31 31校参加（全指定校対象）

第２回 6/27 15校参加（指定校1年目、初任主幹教諭対象）

第３回 8/7 25校参加（指定校１・2年目、初任主幹教諭対象）

第４回 10/3 15校参加（指定校1年目、初任主幹教諭対象）

※組織⼒向上エキスパート（元福井県中学校⻑）による講話等

■近隣の小規模中学校の教員が連携して教科指導⼒の向上を図る仕組み

（教科ネットワーク）の構築

・教科ネットワーク（5地区）における教科会の開催

➔東部地区：12回

中部地区：嶺北20回、⾼北16回、⻄部14回

⻄部地区：21回

■小規模中学校における日常的に授業について協議し合う仕組みに

関する研究（教科間連携）

➔11校指定

＜主な研究内容＞

学⼒調査結果分析、模擬授業、テーマに基づく研究のPDCA確⽴

➔連絡協議会の開催（4/12、全指定校参加）

内容：事業説明、実践事例紹介、協議

➔指導主事による学校訪問：東部20回、中部15回、⻄部17回

＜｢タテ持ち」中学校における取組＞

○主幹教諭が教科主任へ適切に指導・助⾔できている学校が出てき

ている。

○各校において、週時程に教科会を位置づけ、週に１回は教員同士

が指導法等について協議する機会が定期的に持たれている。また、

昼休み・放課後等にも日常的に教科会が実施されており、ベテラ

ン教員が若⼿教員に指導する場⾯も増加している。

※H30年度全国学⼒・学習状況調査において、国語・数学ともに

学⼒の定着状況に伸びが⾒られた。

●学校により、主幹教諭や教科主任の動き、取組の状況、教科会の

内容に差が⾒られる。また、管理職間の連携が⼗分でない学校も

ある。

➔主幹教諭と校⻑・教頭とのライン機能や教科会の内容について

課題の⾒られる学校については、組織⼒向上エキスパートの訪

問のみならず、指導主事が学校訪問を⾏い継続的に指導を⾏う。

＜小規模中学校における取組＞

○「教科間連携」の指定校においても、週時程に教科の枠を越えた

チーム会を位置づけ、週に１回は教員同士が指導法等について協

議する機会が定期的に持たれている。また、昼休み・放課後等に

も日常的にチーム会が実施されており、OJTが機能してきている。

●対象地区以外の市町村でも、教員数の減少により市町村教育委員

会主催の教科研修が開催できなくなっており、地区を越えて教科

ネットワークを広める必要がある。

➔部会の内容を充実させるために、運営を部会任せにするのでは

なく、他地域との交流や授業づくり講座等への参加を指導主事

が調整し、ネットワークの質を高めていく。

※タテ持ちや教科間連携などの指定研究を通して、教員同士が授業

について協議し合う仕組みが構築されてきた。次年度以降、学校

の規模によって、①教科のタテ持ち、②教科間連携、③その両方

をミックスさせた型のいずれかを導入することにより、全ての中

学校で教員同士が学び合う仕組みを展開していく。

進捗管理票6 取組①〜⑤

チーム学校の構築1取組の方向性
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＜学⼒向上の取組＞

主な対策 A 成果（○）・課題（●）と今後の取組（➔）C平成30年度 これまでの取組状況D

学⼒向上に向けて教員同⼠が学び合う

仕組みの構築

＜中学校＞

【取組のKPI】

①主幹教諭が教科主任に授業⼒の向上

や若年教員育成の取組の⽅向性を⽰

し、各教科会への指導・助⾔を⾏っ

ている学校の割合：31校平均4.0以

上（5点満点）

➔平均2.96（10月末）

※組織⼒向上エキスパートによる評価

②指定校における定期的なチーム会の

実施回数：月平均3回以上

➔3.69回（10月末）

③近隣の小規模の中学校の教員が連携
して教科指導⼒の向上を図る教科

ネットワーク（５地区）における教
科会の実施回数：平均６回以上
➔16.6回（9月）



進捗管理票8 取組④

児童⽣徒の学習の質・量の充実

＜小・中学校＞

進捗管理票7 取組④

教員の教科指導⼒を向上させる仕組み

の構築

＜小・中学校＞

○学⼒向上推進室による学校訪問に県教育委員会の指導主事が加

わったことにより、課題の⾒られる学校に対して継続的な指導・

助言ができるようになった。

○指導主事とSVがチームとなって授業づくりに関わることで、指導

を仰ごうという意欲を持った教員が増えつつある。

●依然として知識・技能を中⼼とした授業が多くを占め、主体的・

対話的で深い学びの授業への転換が十分でない実態が多くみられ

る。

●⾼知市の⼩・中学校の学⼒向上対策を⼀層加速化させるためには、

訪問指導の質・量ともに高めていく必要がある。

➔毎⽉、運営会議を⾏うことはもとより、学校訪問には⼩中学校

課指導主事も同⾏するなど、県・市の連携を一層強化して、学

⼒向上推進室の取組を推進する。

進捗管理票51 取組③

県と市町村教育委員会との連携・協働

の推進

＜小・中学校＞

＜国語学⼒向上に向けた取組＞

■図書や新聞の活⽤を通して⾔語能⼒及び情報活⽤能⼒を育成する授業

の実践

・学校図書館を活用した「読み」を鍛える拠点校事業

➔拠点校の指定：19校

➔連絡協議会の開催（4/10）：51名参加

内容：事業説明・協議・情報交換

➔学校図書館活用に関する研修会の実施【年間5回予定】

対象 指定校推進教諭

第１回（4/10） 「学校図書館とは（理論編）」

第２回（5/21） 「読書センターとしての役割について」

第３回（10/25）「学習・情報センターとしての役割について」

➔評価委員訪問の実施：拠点校16校訪問

組織運営、授業、家庭・地域との連携・協⼒の状況等を評価

■読解⼒を鍛える教材の活⽤促進

・文章を要約するための教材集「⾼知県読み物資料集」の作成・配付

➔H30.3月 全小・中学校に配付

※「⾼知県読み物資料集」を使⽤した「国語学習シート使⽤例」

（小学校用・中学校用）を単元テストシステムに掲載（７月末）

○指定校における取組の他校への普及が進んできている。

※指定校における公開授業実施状況：53回（18校）1,198名参加

●授業における図書や新聞の活用のイメージや、各教科等における

⾔語活動の理解が弱い。

➔「学校図書館活用に関する研修」での学びを、各学校でどのよ

うに伝達し、理解を図ったかについてレポートにまとめたり、

情報共有をしたりすることで更なる研究の充実を図る。

➔評価委員訪問において課題があると判断された学校に継続して

訪問し、進捗状況を聞き取りながら指導・助⾔を⾏うことで、

課題解決を図る。

●単元テストシステムに掲載した「読み物資料集」について、各学

校における効果的な活用を促進する必要がある。

➔授業改善プランに基づく訪問の際に指導主事が単元テストシス

テムに掲載した「読み物資料集」の使⽤例について周知を図る

とともに、学校図書館を活用した「読み」を鍛える拠点校事業

指定校においても積極的に紹介する。

【取組のKPI】

①主体的・対話的で深い学びの視点か

らの授業改善ができている教員の割

合:70％以上

⼩学校：若年教員

中学校：国語・数学担当教員

※指導主事による授業⼒評価結果

➔60.8%（9月）

【取組のKPI】

①指定校において高知県学⼒定着状況

調査結果が昨年度より向上する

➔（H31.1月調査実施予定）

※H29調査結果（指定校平均ー県平均）

小４：国（－0.1） 算（＋0.5）

中１：国（＋3.4） 社（＋5.3）

数（＋5.1） 理（＋4.0）

英（＋3.8）
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■高知市教育委員会との連携による指導体制の構築

・高知市学⼒向上推進室への指導主事の派遣

➔７名（内1名 H29より）

➔県教育委員会指導主事３名兼務発令（H30.10.1）

・運営会議の実施【⽉１回程度実施予定】

➔第1回（4/23） 学⼒向上推進室の1年間の取組内容の確認

第2回（6/6） 学校への訪問指導の具体について

第3回（7/12） 各学校への訪問指導の在り方について

第4回（8/3） 学⼒向上スーパーバイザー（SV）の訪問内容

高知市の全国学⼒・学習状況調査結果と今後の取組

第5回（9/11） 教育版県市連携会議で合意された内容の確認

第6回（10/25）全国学⼒調査結果公表後の各学校の取組の報告

学⼒向上推進室の取組とその進捗状況の報告

・学⼒向上推進室による訪問指導の実施

➔10月末：1,185回（SV：521回、指導主事等：664回）
学校経営計画に係る訪問：60校（全小・中学校）
指定校への訪問 タテ持ち校：16校（中学校）

算数・数学授業づくり講座：14校
読みを鍛える拠点校：3校



＜英語教育の推進に向けた取組＞

■研修拠点校（3校）における授業改善及び定期的な授業公開

・定期的な公開授業【各校年6回以上】

➔各拠点校で3回目終了

・指導主事による学校訪問【各校年６回以上】

➔10月末：香南中（8回）、久礼中（6回)、大豊町中（10回）

■英語指導教員・英語教育推進教師による巡回指導の充実

・英語指導教員・英語教育推進教師の配置

➔指導教員13名（基幹となる小学校13校）

推進教師03名（研修拠点校 中学校3校）

・定期的な他校への巡回訪問

➔１人平均70回（10月現在）

・英語指導教員・英語教育推進教師対象の資質向上研修【年６回】

➔5回実施：公開授業、CAN-DOリスト形式の学習到達目標 等

■指定地域（コアエリア）による英語教育の推進

・定期的な小中合同英語担当者会の開催【13市町 各6回程度（平均）】

➔10月末：67回開催（指導主事の参加、指導・助言：39回）

■教員の英語⼒向上のための研修の実施

・小学校外国語活動・外国語研修【年5回＋e-Learning研修（年間）】

（H27〜31の5年間で全⼩学校1名ずつの中核教員を育成）

➔受講者50名（H27〜30累計181名）

・中学校英語教育推進研修【年4回】※最終日外部試験受験（英検IBA）

（H27〜31の5年間で全中学校英語担当教員が受講）

➔集合研修4日間実施 受講者42名（H27〜30累計150名）

・中学校英語⼒ブラッシュアップ講座【年4回】

（H28〜30の3年間で全中学校英語担当教員が受講 累計152名）

➔第１回（5/22）TOEIC IPテスト受験（42名）

第２回（6/21)、第3回（8/1） 英語⼒向上のための講座

第４回（8/28）TOEIC IPテスト受験（38名）

■小学生用英単語集「これ単700」の作成・配付

・作成ワーキングの実施【年５回】

➔5回実施：全体構成の確認、例⽂作成、語彙数の確認、修正作業 等

○英語指導教員及び英語教育推進教師が域内全小学校を訪問し、授

業について具体的にその場で助言をすることで、教員の意識が向

上している。（⼩学校学級担任⽤意識調査の全ての項目において

肯定的回答の割合が上昇）

●小中連携が進み、⼩学校では中学校を⾒通した授業改善が進んで

きたが、中学校での小学校英語教育を踏まえた授業には課題があ

る。

➔中学校教員に研修拠点校での公開授業への参加を促し、小学校

の英語教育を踏まえた授業について学習することを助言する。

●小学校の授業において、読んだり書いたりする活動においてまだ

課題がある。

➔公開授業や英語指導教員の師範授業において、読むこと、書く

ことの活動を公開し、小学校における読むこと、書くことの指

導について確認する。

●新学習指導要領の趣旨を踏まえた⼩学⽣⽤英単語集については、

全国的に⾒ても作成例がないため、いかに児童も教員も手にとっ

てみたくなるような、生活や経験とつなげて実感を伴うことがで

きる内容にしていくかが課題。

➔監修者の助言を参考に修正し、業者とのやりとりを密にしなが

ら校正作業を⾏う。

進捗管理票7 取組①、⑥

チーム学校の構築1取組の方向性

＜学⼒向上の取組＞（つづき）

主な対策 A 成果（○）・課題（●）と今後の取組（➔）C平成30年度 これまでの取組状況D

教員の教科指導⼒を向上させる仕組み

の構築

＜小・中学校＞

【取組のKPI】

＜小学校＞

①小小連携や小中連携を通して、授業

改善や工夫に取り組んでいる学校の

割合：70％以上（指定地域）

➔76.7%（10月）

（年度当初⽐+27.4p）

＜中学校＞

②「授業改善プラン」の中間検証（英

語）でB評価以上の学校の割合：

80％以上

➔80%（10月）

（拠点校：100%）

③中学校英語担当教員の英検準１級程

度取得率：40％以上

➔（１月調査予定）

児童⽣徒の学習の質・量の充実

＜小・中学校＞

進捗管理票8 取組②

4



■学校支援チームによる訪問指導・助言

・支援方法説明のための訪問

➔4月 訪問対象校30校（基礎⼒診断テスト実施校）

・授業改善のための訪問（国数英）【各校18回程度/年】

➔10月末現在：484回（１校あたり平均16.1回）

・カリキュラムマネジメント強化のための訪問【各校6回程度/年】

➔10月末現在：135回（１校あたり平均4.5回）

※H30.3月「授業づくりBasicガイドブック(高等学校版)」の配付

（全教職員）

■学⼒向上プランの作成

・各校における学⼒向上プランの作成

➔県教委に提出（5、10月）

・研究協議会の開催

➔第１回（8/8）全36校の管理職及び担当教員参加

■習熟度別授業の中での継続的な指導の実施

・習熟度別授業や少⼈数授業での学び直し（数学）

➔対象校：30校

※数学Ⅰの年間指導計画（シラバス）を作成し、各校で実施

※年間指導計画の作成を通して、各校の教科会の充実を図る

■学び直しのための科目の設定

➔H30年度より新たに1校を加え、7校で実施

※基礎学⼒の定着に向けたより効果的な授業・学習⽅法や教育課程

の在り方について研究し、実践発表等を通じて他校にも周知予定

■教材の活用の促進

・つなぎ教材（国・数・英）の配付・活用

➔H30.3月配付 全日制・昼間部31校※ 定時（夜）12校

※全36校中、進学に重点を置く５校除く

・インターネット学習教材（スタディサプリ）等の活用

➔12校指定 8月上旬より本格活用開始

５校：1年⽣全員と2・３年⽣の⼤学進学希望者を対象に実施

（取組の仕組みが確⽴し、教材としての活⽤が進んだ学校）

６校：全学年、⼤学進学希望の⽣徒を対象に実施

１校：1年⽣全員を対象に実施

■学習支援員の配置拡充

・進学に重点を置く５校以外の32校（市⽴１校を含む）に配置

➔30校延べ88名（うち教員免許保有者66名）を配置済（11月末現在）

○9月に実施した第2回学⼒定着把握検査の結果、D層の生徒の割合

の減少、上位A・B層の生徒の割合の増加が⾒られた。

●学習のねらいの提⽰や振り返りの場⾯設定について、不⼗分な授

業がある。

●国数英における授業改善の取組が校内で共有されていない傾向に

ある。

●授業外学習時間が、1年4月から時期を追うごとに減少する傾向に

ある。

➔「高知県授業づくりBasicガイドブック(高等学校版)」の更なる

活用に向け、指導を徹底する。

➔教科会が生徒の実態に応じた指導内容・方法、評価に係る協議

の場となるよう指導・助言を継続する。

➔第２回学⼒定着把握検査の結果を基に、各校の今後の取組計画

を確認し、指導・助⾔を⾏う。

➔学校訪問を通して授業外学習時間への取組に対する指導・助言

を⾏う。

●インターネット学習教材については、年度当初の登録手続きの関

係上各校により視聴開始が異なったため、⽣徒の視聴時間が伸び

なかった。また、本年度初めて利⽤する⽣徒について活⽤⽅法に

⼾惑いが⾒られた。

➔学習支援員の配置の拡充や活用方法の改善など、活用にあたっ

ての問題点や克服すべき課題を具体化し、学校と協⼒してその

解消に努める。

●中山間地域の学校を中⼼に、依然として学習⽀援員を年度当初に

確保することが難しい状況にある。

●教員免許を持たない支援員が指導を担当することも多く、生徒の

学⼒が向上してくると、教科の専門教員が指導することが必要と

なってくる。

➔高校を卒業後地元に残る生徒や大学等に進学する生徒に対して

学習⽀援員制度について紹介するとともに、地元の卒業⽣や⼤

学⽣等への働きかけを引き続き⾏う。また、指導の質をより向

上させるために、教員免許を持った時間講師の有効な活用を進

め、各教科を専門とする支援員の確保に努める。

進捗管理票20 取組①〜⑤

義務教育段階の学⼒の定着に向けた

組織的な取組の推進

＜高等学校＞

【取組のKPI】

＜授業改善＞

①2年⽣4⽉の学⼒定着把握検査におけ

るD3層の割合を1年⽣4月時より10

ポイント以上引き下げる

➔8.5ポイント減（H30調査結果）

②生徒による授業アンケート結果（4

段階評価）

「学習の目標がよくわかった」：3.5

以上

「何ができるようになったか振り返る

場面があった」：3.0以上

「授業の内容が（あまり）理解できな

かった」：25％以下

➔（11月集計予定）

＜学習支援員の配置＞

③配置を希望する学校への学習支援員

の配置率：100%

➔93.8％（２校未配置）（11月末）

＜インターネット学習教材の活用＞

④生徒の平均視聴時間：5時間／月

➔4月 11.9分/月

5月 7.5分/月

6月 24.8分/月

7月 44.0分/月

8月 75.5分/月

9月 78.7分/月

10月 39.0分/月
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■各学校における「社会的⾃⽴のための進路⽀援プログラム」※に基づ

く年間計画の策定・実践（H29.4月より全校（36校）で実践）

※学⼒向上、社会性の育成、中途退学の防⽌等の取組を体系的につなげ

ることで、多様な学⼒や進路希望の⽣徒への効果的な指導につなげる

プログラム

・プログラムの周知及び進捗管理

➔H30.2 副校⻑・教頭研修会でプログラムの次年度の計画策定等に

ついて周知

企業⾒学、地域協働学習等の活動を年間の実施計画に

組み入れるよう依頼

➔H30.4 生徒の生活、学習状況等の変容を図るためのアンケート

（高知県オリジナルアンケート）の実施（第1回：4月）

➔H30.5   ものづくり総合技術展への⾒学案内⽂を各学校に送付

➔学校支援チームによる訪問指導・助言等

企画監等による訪問

10月末現在：135回実施（1校あたり平均4.5回）

計画の進捗状況の確認と成果・課題の共有

○企業⾒学を実施した学校数は、前年度同時期と⽐較して増加して

おり、各学校において、⽣徒の県内企業理解の促進に向けた取組

が進んできている。

●４月の県オリジナルアンケート調査における肯定的な回答の割合

は、1年⽣以外は目標値を下回っている。この要因として、⽣徒

が地域や社会に触れる機会が⼗分でないことや、活動は⾏ってい

るが、それを自己の問題として考えることがきていないことなど

が考えられる。

➔各学校に対し、生徒が地域社会に接する機会を計画的に設定す

ることや、生徒が取組の成果を振り返る活動について、具体的

な実践例を提案する。

➔9月実施予定の第２回県オリジナルアンケート調査結果を基に、

各学校の取組の効果について検証を⾏うとともに、効果的な実

践例について、各校への普及を図る。

➔大学等の研究機関と連携して、アンケートの分析方法等につい

て研究を⾏い、学校活動の指標等への効果的な活⽤⽅法等の提

案を⾏う。

●数校で企業⾒学などの県内企業理解の取組が計画されていない。

➔ものづくり総合技術展の活用等により、実施校を増やしていく。

同時に、年間計画への組み⼊れや⾒直し、改善について指導・

助⾔を⾏う。

進捗管理票21 取組⑧

多様な学⼒・進路希望に対応した組織

的な指導の充実

＜高等学校＞

【取組のKPI】

①企業⾒学を実施した学校：36/36校

➔16校（7月末時点）

※前年同時期 14校

②県オリジナルアンケート結果

「地域や社会をよりよくするために何

をすべきかを考えることがある」

肯定的回答※ １年 50％以上

２年 60％以上

３年 70％以上

➔（4月調査結果→9月調査結果）

1年 53.5%→45.7%

2年 44.3%→46.4%

3年 47.3%→60.1%

※「あてはまる」、「どちらかとい

えばあてはまる」と回答した生徒

の割合

チーム学校の構築1取組の方向性

＜多様な⽣徒の社会的⾃⽴の⽀援＞

主な対策 A 成果（○）・課題（●）と今後の取組（➔）C平成30年度 これまでの取組状況D

6

プログラムに基づく取組の状況

<県内企業理解の促進>

・企業⾒学実施予定校 25校（10月末）（H29同時期：20校）

・ものづくり総合技術展への⾒学実施校 21校（2,182名）

※H29ものづくり総合技術展への⾒学者数 1,811名

<学習記録ノートの効果的な活用促進>

・学習記録ノート活用実践校 25校（H29：15校）

※各校の状況に合わせたノートを導入

<地域協働学習の推進>

・地域協働学習実施施予定校 全36校

（H29：山田高校、佐川高校などで実践）



■こうちの⼦ども健康・体⼒⽀援委員会の設置・開催

・「こうちの⼦ども健康・体⼒⽀援委員会」及び３部会（「体育授業・

部活動部会」「就学前の体づくり部会」「健康教育部会」）の開催

【計画：各2回/年】

➔8/30 健康教育部会、10/9 就学前の体つくり部会、10/15 体育授

業・運動部活動部会、10/22 こうちの子ども健康･体⼒支援委員会

■体育主任研修会（悉皆）における体育の授業改善等の取組の周知

➔小学校（東部5/21・⻄部5/22・中部6/4）

中学校（5/14）、高等学校・特別支援学校（5/10）

〈主な内容〉

・県の体⼒状況及び新学習指導要領等についての説明（小・中）

・体⼒向上及び授業改善に関する実践発表（小・中）

・体⼒向上及び授業改善に関するグループ協議（小・中・高・特）

・県外講師による授業改善に向けた講演（中のみ）

・体⼒向上に関する講演（高・特のみ）

■体⼒・健康教育に課題のある学校※への指導・助言（小8校,中11校）

➔指導主事等による訪問 小学校３校、中学校２校訪問（10月末）

※全国体⼒・運動能⼒、運動習慣等調査結果を基に対象校を決定

〇小学校では、 1日に運動やスポーツをする時間が60分以上の児童

の割合に改善が⾒られる。

●中学校では、特に男子において、 1日に運動やスポーツをする時間

が60分以上の生徒の割合が低下している。

➔12月末に公表予定の平成30年度全国体⼒・運動能⼒、運動習慣

等調査結果を分析し、こうちの⼦ども健康・体⼒⽀援委員会にお

いて協議を⾏い、改善策を検討するとともに、特に体⼒に課題の

ある学校については、本年度中に次年度に向けた訪問計画を⽴て

る。

●「体育・保健体育の授業を楽しくない・あまり楽しくない」と回

答した児童⽣徒の割合の改善があまり⾒られない。

➔12月末に公表予定の平成30年度全国体⼒・運動能⼒、運動習慣

等調査結果を分析し、こうちの⼦ども健康・体⼒⽀援委員会に

おいて協議を⾏い、改善策を検討するとともに、次年度に向け

ての授業改善に向けた研修会の内容や参加者数増加のための検

討を⾏う。

進捗管理票13 取組①、②、⑤

＜体⼒向上の取組＞

主な対策 A 成果（○）・課題（●）と今後の取組（➔）C平成30年度 これまでの取組状況D

体育授業の改善

＜小・中・高等・特別支援学校＞

【取組のKPI】

＜高知県体⼒・運動能⼒、⽣活習慣等

調査結果＞

①「体育・保健体育の授業が楽しくな

い・あまり楽しくない」児童生徒の

割合：昨年度を下回る（小5、中2）

➔小5  男06%（-1） ⼥10%（+2）

中2 男10%（±0）⼥14%（-1）

②1日に運動やスポーツをする時間が

60分以上の児童生徒の割合：昨年度

を上回る（小5、中2）

➔小5  男63%（+2）⼥44%（+1）

中2 男75%（-3） ⼥55%（±0）

※（ ）は前年度⽐（p）

■健康教育の副読本の活用の徹底

➔副読本を配布、市町村教育委員会を通じて全校に活用を依頼（5月）

全小・中学校（小学校：中・⾼学年⽤ 中学校：1・３年⽣⽤）

※H29活用状況 小学校100%、中学校100%

➔副読本（小学校版）の改訂 第１回改訂作業の会（８/29）

■家庭や地域と連携した取組の推進

➔食育推進⽀援事業（健康⻑寿政策課）の実施について市町村教育委

員会に依頼文書を発出（４月）

■退職養護教諭の派遣による経験の浅い養護教諭等への支援

➔スクールヘルスリーダーの任命13名 小・中・高等学校20校を担当

➔第１回スクールヘルスリーダー連絡協議会（４月）

内容：指導内容等の共通確認、課題や現状について協議

➔スクールヘルスリーダーの派遣

経験の浅い養護教諭等配置校 11回（ 2校）

養護教諭等未配置校 105回（18校）

○経験豊かな退職養護教諭をスクールヘルスリーダーとして配置す

ることにより、若年養護教諭のスキルアップが図られるとともに、

学校全体の健康教育に対する意識が⾼まった。

●健康教育副読本のより効果的な活用を促進する必要がある。

➔効果的な活⽤事例についてホームページ等で公開するとともに、

副読本を活⽤した指導⽅法についての研修を⾏う。

●経験の浅い養護教諭配置校の増加によりスクールヘルスリーダー

の派遣希望が増えているが、人材確保が困難である。

➔市町村教育委員会とも連携し、退職教員への協⼒依頼を引き続

き⾏っていく。

●健康教育の中核となる養護教諭・栄養教諭・保健主事のカリキュ

ラムマネジメントによる、機能する保健計画や食育計画が必要。

➔養護教諭を対象とした悉皆研修において、グループワーク等も

取り入れ、具体的な活動につながるよう、研修の充実を図る。

進捗管理票14 取組①〜③

進捗管理票30 取組①、②

健康教育の充実

＜小・中・高等・特別支援学校＞

【取組のKPI】

①健康教育副読本の活⽤率:100%

➔小学校63％、中学校58％

高等学校（全日）81%

（定･通）100%

特別支援学校86% （7月末）

②スクールヘルスリーダーの派遣を希

望する学校への配置：100%

➔100%（8月末）
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■教員の働き方改革の推進（全体）

・「⼦どもと向き合う時間の確保」「働き⽅に関する意識改⾰」の実現

等の視点を踏まえた学校経営計画の作成

➔全市町村⽴学校で作成

➔管理職マネジメント研修の実施（5月 小・中274名、高・特40名）

・教員が担っている業務の削減・軽減に向けた取組

➔県教育委員会事務局 各課が実施する事業の⾒直し

調査・アンケート、研修・協議会、研究指定事業等の⾒直し

■モデル校による業務改善の推進

➔６市20モデル校（12小学校、８中学校）で事業実施

➔教職員の月別時間外勤務の把握（６月から実施）

➔教員の働き方に関するアンケート調査の実施（６･10月）※年2回

○学校閉校日の設定は、到達目標を上回っている。この期間を利⽤

した教員⾃⾝の⾃⼰研鑽や⼼⾝の健康の維持・回復等を⾏うこと

で、子どもに向き合う時間の拡大・充実が期待できる。

●ICTやタイムカード等を活用した勤務時間の把握は進んだが、特

に時間外勤務の多い教員について市町村教委も共有し、連携して

対策を講じることが必要である。

➔スクール・サポート・スタッフ配置校の事例を参考にするなど、

学校と服務監督権者である市町村教育委員会が勤務時間管理を

徹底する。

●教員が質の高い授業や個に応じた学習指導を実現するためには、

業務を整理し、効率化や削減を教育委員会・学校が実施する必要

がある。

➔統合型校務支援システムの導入や調査・アンケートの精選・削

減、研修や研究指定事業の⾒直し等により、業務の効率化・削

減を図る。

●⻑時間勤務をやむなしとする、これまでの働き⽅を⾒直し、組織

的・効率的に業務を遂⾏する働き⽅へ意識の転換が必要である。

➔研修や人事評価等の工夫・改善により教員の意識改⾰を進める。

進捗管理票1 取組⑥

チーム学校の構築1取組の方向性

＜教員の働き方改革＞

主な対策 A 成果（○）・課題（●）と今後の取組（➔）C平成30年度 これまでの取組状況D

学校の組織マネジメント⼒を強化する

仕組みの構築

＜小・中・高等・特別支援学校＞

＜主な取組＞

①モデル校に業務改善検討会を設置

②ICT等を活⽤した出退勤時刻の把握と時間管理

③スクール･サポート･スタッフを配置して教員の専門性を必要と

しない業務の支援の仕方について研究（20モデル校 20名配置）

④会議の内容・回数の⾒直しや⾏事の整理・統合等、学校独⾃の

業務改善の研究

【取組のKPI】

①勤務時間を客観的に把握・集計する

システム（学校の状況を市町村教育

委員会が把握する仕組み作りができ

ている）を整備した市町村教育委員

会の割合：100％

➔57.1%（20市町村教委）

②学校閉校日を設定した市町村教育委

員会の割合：50％以上

➔77.1%（27市町村教委）

③定時退校日を設定した市町村教育委

員会の割合：50％以上

➔28.6%（10市町村教委）
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■望ましい運動部活動の運営の実現に向けた周知・徹底

➔国のガイドラインに基づく「高知県運動部活動ガイドライン」及び

「ダイジェスト版」を作成し、県内に配布（H30.3）

➔校⻑会、体育主任会等での周知

市町村教育⻑会議（4/18）

県⽴学校副校⻑・教頭会議(4/20)

公⽴⼩中学校⻑会議（⻄部4/19、東部4/26、中部4/24）

県⽴学校⻑会議（4/13）

体育主任会（中学校5/14、高等学校5/10）など

※運動部活動指導者ハンドブックの作成・配布

今年度中に全顧問教員へ配付予定

進捗管理票15 取組⑤

進捗管理票31 取組⑥

運動部活動の充実と運営の適正化

＜中・高等・特別支援学校＞

○「設置する学校に係る運動部活動の方針」を策定している市町村

は17市町村（全市町村の約49％）で、年内の策定が4市町村、年

度内の策定予定が10市町村となり、徐々に策定が進んできている。

●「運動部活動の方針」について、３市町村教育委員会が「策定時

期未定」、１市町村教育委員会が「平成31年度策定」状況にある。

➔未策定の４市町村教育委員会に対しては、「高知県運動部活動

ガイドライン」を参考に策定を促すとともに、策定した「運動

部活動の⽅針」についての情報収集を⾏う。

※県⽴学校は、平成30年中に「⾼知県⽴学校の運動部活動に係る⽅

針」を策定・周知の予定。各学校における部活動の活動方針は今

年度中に策定する予定。

【取組のKPI】

①各学校において「部活動の活動方針」

を策定し、その活動方針に沿った運営

をしている学校の割合：100％

➔（12月集計予定）



■市町村⽴学校への校務⽀援システム導⼊の検討

➔市町村教育委員会連合会において、校務支援システム導入検討協議

会ワーキングチームの設置（5/1）

➔校務支援システム導入検討協議会ワーキングチームの開催【年3回】

第１回（5/7）、第２回（7/13）、第３回（10/11）

システム導入に向けた検討課題、導入・運用に係る費用負担等

・⽂部科学省「学校ICT環境整備促進実証研究事業（統合型校務支援シス

テム導入実証研究事業）」への採択（5/22）

・システム導入に向けた説明会等の実施

➔各市町村教育⻑への事前説明（16市町村、安芸地区教育⻑会（7月）

➔全市町村教育委員会及び⾸⻑部局の情報担当者を対象に校務⽀援シ

ステム導入に向けた説明会の開催（8/29）

※文部科学省「統合型校務⽀援システム導⼊実証研究事業」第１回

連絡協議会にて、本県の事業計画説明（9/13）

・統合型校務支援システムの検討に関する協議会の開催

➔第１回（10/12）

※H30年度⾼知県市町村教育委員会連合会研修会にて協議会での

承認事項について報告（10/12）

進捗管理票57 取組③

教育の情報化の推進

＜小・中・高等・特別支援学校＞

○平成32年度の新学習指導要領の改訂に合わせて全35市町村（学

校組合）が校務支援システムの導入意向を示している。

●校務支援システムの導入について、特に市部においては導入に前

向きな傾向ではあるが、各市町村ともに、費用面での負担割合に

よって導入に慎重な姿勢を示している。費用分担の在り方等、で

きる限り市町村の負担感を軽減できるよう協議する必要がある。

●県⽴学校校務支援システムとの連携及び教員の業務時間削減等の

効果測定方法について、実施方針を示す必要がある。

➔ワーキングチームにてシステム導入に向けた検討課題や費用分

担の在り方等を協議し、全市町村が参加できる体制及びシステ

ム環境づくりを⾏う。

➔ワーキングチームで取りまとめた結果を高知県市町村教育委員

会連合会において報告するとともに、各市町村のシステム導入

意向調査結果についても報告を⾏う。

➔システム及び勤務実態管理に関する有識者等による実証研究委

員会を開催し、事業実施方針及び効果測定方法について検討を

⾏う。

※今年度の到達目標

①各市町村⽴学校とのシステム導⼊時

期及び費用負担等の合意形成：78％

以上（230校/292校）

➔H31年度導⼊：66.8％

（26市町村195校）

H32年度導⼊： 33.2％

（9市町村（学校

組合）97校）
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■運動部活動支援員の配置拡充

➔10月末現在：中学校 29校80部

うち医科学サポーター1校2部

うち中山間対策（旅費あり）1校1部

県⽴学校 16校55部

※H29：中学校 36校84部（うち医科学サポーター1校）

県⽴学校 20校60部（うち医科学サポーター1校）

■運動部活動指導員の配置拡充

➔10月末現在：中学校 4校 7部 ※3市町村3校5部,県⽴中1校2部

県⽴学校 12校15部

■スクール・サポート・スタッフの配置拡充

➔20モデル校（８中学校12小学校）に20名配置済

※教員の専門性を必要としない業務をスクール・サポート・スタッ

フが⾏うことで、教材研究等の時間が創出されるなど、教員の業

務負担軽減に即効性があることが確認された。

○運動部活動指導員について、広報誌の活用により、10月末時点で

7名の申請があった。

●運動部活支援員については、中山間地域の中学校からの申請数が

少ない。

●運動部活動指導員は配置されたが、目標には届いていない。

➔中山間地域の中学校の運動部活動におけるニーズを把握する。

➔人材募集で申請のあった協⼒者の情報を各市町村に提供してい

くとともに、引き続き、総合型地域スポーツクラブや競技団体

へも協⼒を要請し、⼈材確保に努める。

➔次年度の運動部活動指導員の配置拡⼤に向けて、予算措置と配

置⽅法について検討を⾏う。

○｢子どもに向き合う時間が増えた｣と感じた教員の割合が、6月期

調査より約10％増となり、多忙感が軽減した教員の割合も増加し

ており、スクール･サポート･スタッフ配置による効果が出ている。

●スクール･サポート･スタッフを必要とする学校に配置できていな

い現状がある。

➔スクール･サポート・スタッフの配置効果が高いことから、次

年度以降のモデル校及び地教委の拡⼤を図る。

進捗管理票4 取組④ 、⑤

進捗管理票19 取組③

外部専門人材の活用の拡充

＜小・中・高等・特別支援学校＞

【取組のKPI】

①運動部活動指導員の配置数

公⽴中:12名、県⽴⾼・特⽀:16名

➔公⽴中:7名、県⽴⾼・特⽀:15名

②週当たりの「子どもに向き合う時

間」の平均が1時間以上増えている教

員の割合：50％

➔25.3％（135/533名）（10月）

③「子どもに向き合う時間が増えた」

と感じ、負担感の解消につながって

いる教員の割合：70％

➔66.4％（354/533名）（10月）



■校内支援体制の充実・強化

・13市町村（学校組合）を指定地域とし、推進校9校を中心に特別支援

教育巡回アドバイザーが支援

※各小・中学校の校内支援会に定期的に参加し、支援会の運営や個別

の指導計画、引き継ぎシート等の作成・活用について具体的に助言

※H29〜31年度の3年間で全市町村（学校組合）が設置する小・中学

校への⽀援が実施できるよう、年度ごとに⽀援を⾏う市町村（学校

組合）及び重点的に支援する推進校を指定

H29:9市町村 H30:13市町村（学校組合） H31:7市町村

➔指定市町村（学校組合）が設置する小・中学校への訪問

訪問実績：推進校9校に対し54回、推進校以外の学校42校に

対し171回の訪問（10月末）

・特別支援教育地域コーディネーターが援助しながら、市町村（学校組

合）ごとに特別支援教育学校コーディネーター連絡協議会を実施

H30：22市町村（学校組合） H31（予定）:12市町村

➔15市町村等で実施済（8月末）

■ユニバーサルデザインに基づく授業づくりの推進

➔小中学校校⻑会・県⽴学校⻑会において全校⻑に『すべての子ども

が輝く学校づくりのために』リーフレットを配布、学校経営におけ

る特別支援教育及びユニバーサルデザインの視点の位置付けについ

て理解啓発（H30.4）

➔『「分かる」｢できる｣授業づくりガイドブック』を増刷し、新規採

用教職員全員に配付(H30.4)

➔特別支援教育地域コーディネーター（教育事務所特別支援教育担当

指導主事）による訪問支援

※５月中旬までに巡回相談員派遣事業等、学校からの訪問要請を受

け付け、日程調整の上、訪問を開始

➔⽂部科学省より講師を招へいし、個々の特性に目を向けた授業づく

りの必要性を再確認するための研修（新学習指導要領説明会）を実

施（9/7 市町村（学校組合）教育委員会対象 31市町村（学校組

合）より48名の参加）

○推進校においては、校内支援会を計画的に実施し、効果的に

PDCAを回していこうとする姿勢が⾒られ始めている。推進校以

外の学校についても、計画的に実施している学校が増えており、

アドバイザーの訪問を通じて自校の取組の変化を実感している学

校も多い。

●卒業に向けて、実際に引き継ぎが必要な児童生徒を確認し、保護

者へのアプローチを含む具体的な取組を進める必要がある。

➔シート等を活⽤した引き継ぎについて理解、啓発のためのリー

フレットを全保育所・幼稚園等、小・中学校及び卒園、卒業学

年の保護者に配付する（11⽉下旬〜12月初頭）。

➔リーフレットの配付とあわせ、シート等を活用した引き継ぎの

実施について、全ての市町村（学校組合）教育委員会及び県⽴

⾼等学校⻑に対して⽂書を通じて働きかける。

➔2月から3月にかけて市町村等指導事務担当者会において、中学

校から⾼等学校への引き継ぎの実施について再度働きかける。

●学校経営計画においてユニバーサルデザインもしくは準ずる視点

による授業改善に関する記載のある学校の割合は、目標値に対し

まだ十分でない。

➔⽂部科学省が実施する体制整備状況調査とあわせ、ユニバーサ

ルデザインの視点を持った授業改善の位置付け状況に関する調

査を全ての小・中・義務教育学校に対して実施。各校の取組状

況をより丁寧に把握するとともに、再度意識付けを図る（11月

中旬〜12月）。

進捗管理票5 取組①〜③

チーム学校の構築1取組の方向性
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＜特別支援教育の充実＞

主な対策 A 成果（○）・課題（●）と今後の取組（➔）C平成30年度 これまでの取組状況D

障害の状態や教育的ニーズに応じた

指導・支援の充実

＜小・中学校＞

【取組のKPI】

①推進校における個別の指導計画※作成

状況：必要と思われる児童生徒のうち、

60％に作成済み

➔小89.9%、中61.1%（9月末）

※引き継ぎシート等作成のベースとなる

もの

H29当初の引き継ぎシート送付率

小→中 85.2%、中→高 36.9%

②ユニバーサルデザインの視点を持った

授業改善について、学校経営計画また

は校内研究における位置付けがなされ

ている学校：小95％、中90％

➔小58.0%、中66.0%（5月）

《特別支援教育巡回アドバイザー》

県内小・中学校における校内支援体制

充実のために雇用された非常勤職員

《特別支援教育地域コーディネーター》

各教育事務所に配置された特別支援教

育専任の指導主事

《特別支援教育学校コーディネーター》

各小・中学校において特別支援教育

推進のために指名された教員



進捗管理票23 取組②、④

特別支援学校における多様な教育的ニー

ズへの対応の充実

＜特別支援学校＞

11

【取組のKPI】

①外部専門家を活用して授業改善等に取り

組んだ小・中学校（特別支援学級）：

10校

➔4校（10月末時点）

②外部専門家から得た助言を個別の指導計

画の⼿⽴てに追加記載できている割合：

80％

➔68.9%（8月末時点）

■外部専門家派遣による特別支援学校の専門性・センター的機能の向上

➔昨年度の活⽤状況･活⽤事例を周知及び計画書の提出を依頼

○外部専門家活用予定件数 67件（10月末）

（うち小・中学校等への支援件数 4件）

理学療法⼠：22件、言語聴覚士：21件、作業療法⼠：9件

視能訓練士：12件、その他：3件

○ICT支援員活用予定件数 49件（10月末）

※特別支援学校6校

※H29外部専門家活用件数132件（うち小・中学校支援17件）

※Ｈ29ICT支援員活用件数80件 8/13校）

■小・中学校を支援する体制の構築（特別支援学校と外部専門家が連携）

➔小中学校⻑会等で、外部専門家の活⽤による⽀援について説明

■授業等におけるICT機器の積極的な活用・周知

➔県⽴校⻑会等で積極的なICT支援員活用を依頼（4/13)

➔特別⽀援学校運営協議会で昨年度のICT支援員の活用状況について

報告し、更なる活⽤を依頼（5/12)

■特別⽀援教育に関する実践研究充実事業（⽂科省指定）

➔指定校３校（病弱、知的障害、聴覚障害）において研究計画や実施

について助言（学校訪問３校22回）

○特別支援学校における外部専門家の活⽤は、理学療法⼠を中⼼と

して進んでおり、特に肢体不⾃由のある児童⽣徒への⽀援⽅法に

ついて、専門性の向上につながっている。

●事業を活用した特別支援学校教員は、外部専門家からの指導内容

について教員間での情報共有を図るとともに、授業改善の取組に

活かし、児童生徒への支援につなげていく必要がある。

➔事業活用後に外部専門家の助言等を個別の指導計画等へ追記す

ることの徹底を図るため、校⻑会で周知するとともに、派遣申

請時に電話等で管理職と確認を⾏う。

●特別⽀援学校が⾏う特別⽀援学級等サポート事業での外部専門家

の活用を広げるため、小・中学校や特別支援学校に事業の活用を

周知する必要がある。

※外部専門家の活用による小・中学校への支援件数

H29：17件、H30（10月末）：4件

➔特別支援学級等サポート事業の活用について市町村教委を通じ

て啓発していくとともに、指導主事等が小・中学校を訪問する

際に、事業内容や申請⽅法について説明を⾏う。

➔特別⽀援学校に対しても、⼩・中学校特別⽀援学級に⽀援を⾏

う際に、外部専門家を効果的に活⽤するよう、更に周知を⾏う。

●各特別支援学校間でICT機器を活用した授業やICT支援員の活用

などに関する実践事例の共有を図る必要がある。

●昨年度の「⼊院児童⽣徒への教育保障体制整備事業」に関する研

究を踏まえ、ICT機器を活用した遠隔授業の実践研究を推進して

いく必要がある。

➔外部専門家（ICT支援員や大学教授等）を活用し、発達障害や

不登校、病気療養中の児童⽣徒の⽀援にICT機器を活用するこ

とについて研究を進める（遠隔授業）。

➔校内研修や研究授業の実施の際に、他校からの参加を促すこと

により、ICT支援員の活用事例について校内・外での普及を図

る。

●特別⽀援学校の教員が、新学習指導要領の「主体的・対話的で深

い学び」の視点に基づいた授業づくりについて、理解を深める必

要がある。

➔特別⽀援教育に関する実践研究充実事業（⽂科省指定）を計画

的に進める。

・病 弱：外部専門家を活用しながら、児童生徒の病状等に

応じてICT機器を有効に活用した「主体的・対話的

で深い学び」に関する授業研究

・知的障害：知的特別支援学校における「主体的・対話的で深

い学び」の視点に基づいた「授業チェックシート」

を作成・活用した授業研究

・聴覚障害：児童⽣徒のコミュニケーション⼒の向上を図ると

ともに、児童生徒の聞こえの状況に応じたICT機器

の有効な活用による「主体的・対話的で深い学び」

に関する授業研究



<校内支援会のさらなる充実>

■校内支援会の実施状況の把握

➔1回目状況調査の実施（7月末時点） ※2回目はH31.2月予定

■取組の周知・啓発

➔全市町村校⻑会で周知（H30.3月）

「支援リスト」「個別支援シート」を活用した校種間の引継ぎ

の徹底について依頼

➔市町村教育⻑会議、⼩中学校⻑会で周知（4月）

➔指導事務担当者会で周知（7、10月（3回目11月予定））

➔生徒指導主事会（担当者会）を通じた取組の周知徹底

小学校（5/8,18）、中学校（5/29）、高等･特別支援学校（5/24）

「支援リスト」「個別支援シート」の作成・活用について 等

➔通知文書の発送（5月）

➔県教育委員会広報紙による全教職員への周知（6月）

➔相談支援体制の充実（チーム学校）に向けた連絡協議会での周知

及び協議（8月 6ブロックで開催）参加495人

■校内支援会の充実に向けた訪問支援

・重点支援校の決定

➔小学校５校、中学校３校、義務教育学校１校、高等学校1校 計10校

・校内支援会に心の教育センターSC、指導主事等をチームで派遣

【計画：各校毎月1回程度/年間100回】

➔10月末時点 派遣回数55回（5回目:全校終了、6回目：4校終了）

⽣徒指導上の諸問題の早期発⾒・早期解

決のための仕組みの構築

＜小・中・高・特別支援学校＞

○校内支援会の実施回数は各校種とも増加傾向にあり、児童生徒へ

の⽀援が組織的に⾏われるようになってきた。また、⽀援を必要

とする児童生徒の「一覧リスト」や「個別⽀援シート」の作成率

も向上しており、年度間、校種間での引き継ぎが効果的に⾏われ

るようになってきた。

○「相談支援体制の充実（チーム学校）に向けた連絡協議会」にお

いて、指定校の実践発表や協議を通して、外部専門人材や関係機

関との連携の重要性や、「個別支援シート」の効果的な活用につ

いて理解を深めることができた。参加者アンケートからは、校内

支援会の進め方や支援策の協議の方法等、実践に生かしたいとの

意欲が⾒られた。

○重点支援校では、「支援リスト」、「個別支援シート」を活用し、

教育支援センターや福祉の関係機関等とも連携した校内支援会を

実施できるようになり、学校と関係機関が支援の方向性をあわせ

た支援が可能になったことで、徐々に状況が好転してきた不登校

児童⽣徒が⾒られるようになった。

●兆しの⾒えた児童生徒について、「支援リスト」を活用した情報

共有や校内支援会での確認ができていない学校がある。

➔不登校児童⽣徒が多く出現している学校の実態、要因及び状況

に応じた指導・⽀援が⾏われるよう、役割分担を明確にした校

内支援会のモデルを示すなど、「多職種によるチーム学校」の

構築に向け、SC及びSSWスーパーバイザー、指導主事等で構

成する「不登校対策チーム」による訪問⽀援体制を構築する。

●教職員やSC、SSWは、校内支援会を充実させることの必要性は

実感していても、業務が多く時間の確保が困難であることや、SC

やSSWの勤務時間が少ないために、十分な連携ができないと感じ

ている。効果的な連携のために、できるだけ⼿間を省き、時間を

有効に使えるような取組の工夫が必要である。

➔状況調査や聴き取りから、校内⽀援会の取組に弱さが⾒られた

り、コーディネーターとなる教員の経験が浅い学校には、心の

教育センターの指導主事等が訪問し指導・助言を⾏う。

進捗管理票12 取組③、④

進捗管理票26 取組①、②

厳しい環境にある子どもたちへの支援2取組の方向性
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＜不登校の予防と⽀援に向けた取組＞

主な対策 A 成果（○）・課題（●）と今後の取組（➔）C平成30年度 これまでの取組状況D

【取組のKPI】

①校内支援会を月1回以上開催している学校

の割合：100％

②校内支援会に専門人材を活用している学校

の割合：100％

③SC等専門⼈材を講師とした校内研修を年

１回以上実施している学校の割合：100％

④支援を必要とする児童生徒の「支援リス

ト」を活用している学校の割合：100％

⑤「個別支援シート」を活用している学校の

割合：100％

⑥文書による校種間の情報引き継ぎをしてい

る学校の割合：100%

➔①小77.6%、中79.4%、高70.3%

②小91.1%、中98.1%、高97.3%

③年度末集計

④小65.1%、中74.8%、高75.7%

⑤小80.2%、中70.0%、高45.9%

⑥小79.6%、中81.3%、高75.0%

（①〜⑥ ７月末時点）

（ ）は前年度末調査結果との⽐較(p)

月平均実施回数（回） 1.6 (+0.4) 1.9 (+0.5) 1.5 (+0.5)

⽉1回以上実施率（%） 77.6 (+9.0) 79.4 (+10.2) 70.3 (+10.8)

専門⼈材の活⽤率（%） 91.1 (-6.8) 98.1 (-1.0) 97.3 (-2.7)

リストの作成率（%） 65.1 (+19.2) 74.8 (+40.7) 75.7 (-0.8)

個別⽀援シートの作成率（%） 80.2 (+1.8) 70.0 (+9.2) 45.9 (+10.6)

文書による校種間の情報の引

き継ぎ（%）
79.6 ― 81.3 ― 75.0 ―

小学校 中学校 高等学校



■スクールカウンセラー（SC）、スクールソーシャルワーカー（SSW）

の配置拡充

➔SC配置数

小学校 H29：194校（100％）→H30：192校（100％）

中学校 H29：107校（100％）→H30：107校（100％）

高等学校H29：36校（100％） →H30：36校（100％）

特別支援学校H29：14校（100％）→H30：14校（100％）

➔SSW配置数

小･中学校 H29：31市町村（学校組合）67人

→H30：33市町村（学校組合）69人

県⽴学校 H29：15校16人→H30：21校22人

※未配置町村（東洋町、⾺路村）には、⼼の教育センター配置の

SSW及びチーフSSW10名（市町村等の配置SSWのうち、勤務

経験が⻑く指導的な役割を果たすことができる⼈物）が対応

■アウトリーチ型支援体制の整備

➔アウトリーチ型SC配置数

H29：６市→H30：8市

➔連絡会の実施【計画：年3回 5月、11月、2月】

第1回（5/9）、第2回（11/16）

参加者 ８市の担当者

内 容 実践報告、協議、情報交換

■SC、SSWの資質向上のための研修の実施

➔SC等研修会（4/6）

SC等研修講座 年６回：3回実施（ 6/3、10/21、11/18 ）

SSW初任者研修 年２回：第１回（5/10）

SSW研修協議会 年１回（6/15）

相談支援体制の充実（チーム学校）に向けた連絡協議会（ 8月

6ブロックで開催）参加495人

専門人材、専門機関との連携強化

＜小・中・高・特別支援学校＞

●専門性の高い人材の確保が困難であり、必要数に対して対応でき

る⼈材が不⾜している。

➔SC及びSSWの安定雇用及び常勤化に向けた国の予算措置につ

いて、継続して要望を⾏うとともに、配置効果について分析、

研究を⾏う。

➔県内外の⼤学に協⼒を求めながら、⼈材の確保に努める。また、

研修等を通して、人材の育成に努める。

➔小中連携配置や、学校配置SCとアウトリーチ型SCとの効果的

な連携など、配置や運用の工夫について、研究する。

●アウトリーチ型SCによる支援の在り方については、より効果的な

運用方法等について、更に研究を進める必要がある。

➔連絡会等の機会を利⽤し、８市の担当者等が相互に情報交換や

協議を深めて、効果的な運用方法について研究を進める。

➔アウトリーチ型SCの活動を推進し、効果的な支援の在り方につ

いて、研究・普及に努める。

○SC、SSWの⼒量の向上に向けて、外部の専門講師による情報提

供や事例検討、スーパーバイザーからの助言等を取り入れた研修

を計画的に実施することができている。

●SCやSSWの⼒量の個人差が大きく、学校から求められるニーズ

に十分応えられていないこともある。

➔SC等の研修講座における事例研修の充実やチーフSSWのスー

パーバイズを得る場を定期的に設けることで資質向上につなげ

ていく。

●小・中学校において、全国より不登校出現率が⾼い状況がつづい

ており、不登校児童⽣徒の約半数を⾼知市が占める状況にある。

また、新規不登校児童⽣徒の出現率が県平均より⾼いことから、

未然防止や予防、初期対応等に重点を置いた取組を組織的に進め

ていく必要がある。

➔不登校対策の経験豊富な教員OB等による「不登校対策アドバ

イザー」6名を⾼知市教育委員会に配置し、県の「不登校対策

チーム」と学校訪問を⾏うとともに、定期的に市内の各学校を

訪問し、組織的な不登校対策への指導・助⾔を実施する。

進捗管理票39 取組①、②、⑤

【取組のKPI】

①不登校児童生徒に占める新規の割合

H28 小：62.4%

中：42.2%

高：50.8%

↓

H31 小：30%以下

中：35%以下

高：30%以下

➔H29

小：56.3%

中：39.2%

高：59.6%
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■市町村における児童会・⽣徒会交流集会の実施促進

➔児童会・生徒会の代表者が集まり、いじめ問題等をテーマに実践交

流や協議を⾏う交流集会を市町村等で開催（県⽴学校と合同で⾏う

例を含む）するよう呼びかけ

➔市町村から依頼があれば、交流集会の準備や運営について支援する

ことを通知

➔「高知家」児童生徒会援隊※の実施 3回（ 実⾏委員18人）

※小・中・義務教育・高等・特別支援学校の児童会・生徒会の代表者

が集まり、いじめやネットの問題の解決に向けて、児童生徒が主体

となった取組を進めるために実践交流や協議を⾏う

生徒指導上の諸問題の未然防止のための

仕組みの構築＜小・中・高・特別支援学校＞
○県⽴学校も含めた児童会・⽣徒会の交流集会が15市町村で実施さ

れ、意⾒交換などが⾏われている。また、⼈権教育課に交流集会

の総括の依頼等もあり、５つの地域に関わっている。

●交流集会をきっかけとして、児童生徒が主体となったいじめ防止

の取組や、ネットの適正利⽤に関する学校やPTAによるルールづ

くりを更に進める必要がある。

➔各学校における児童会・⽣徒会が中⼼となった交流集会での決

意表明に基づく取組を推進する。

進捗管理票11 取組③、25 取組③

厳しい環境にある子どもたちへの支援2取組の方向性
14

＜いじめ防止に向けた取組＞

主な対策 A 成果（○）・課題（●）と今後の取組（➔）C平成30年度 これまでの取組状況D

■各学校におけるいじめ防⽌対策の進捗管理・取組の評価の実施

➔高等学校、特別支援学校生徒指導主事会(5/24)、生徒指導主事会

（5/29）、生徒指導担当者会（5/8・18）において、いじめや不

登校の問題について、⽣徒が主体的に考えたり議論したりすること

ができる内容の改善や、組織的対応の必要性について協議

■いじめの早期解決に向けた学校全体での迅速な対応

➔生徒指導主事会（5/25）において、いじめの事案発⽣時の適切な

対応手順や、組織的な動きについて研修を実施

⽣徒指導上の諸問題の早期発⾒・早期解

決のための仕組みの構築

＜小・中・高・特別支援学校＞

●昨年度末に全校の「いじめ防止基本方針」の改定が完了すること

を目指し、研修会、周知等を⾏ってきたが、国、県の改定のポイ

ントを意識した改定がなされているかなど、確認が必要である。

➔生徒指導主事会（担当者会）全体会・地区別会において、改

訂・実践・検証・改善の各段階における取組状況・課題を確認

するための協議を⾏うことで、PDCAの確⽴を図るとともに、

未然防⽌の取組等も含めた年間計画や、いじめの情報をキャッ

チしてからの対応フロー図等の作成を促し、いじめ防止基本方

針が更に実効性のあるものに改善していく。

進捗管理票12 取組⑧、26 取組③

■ネットに関する教材の作成・提供

・CyKUT（⾼知⼯科⼤学⽣ボランティア）、少年サポートセンターと

教材づくりについて協議【年5回予定】

➔2回実施：H29年度の教材確認、本年度の計画、教材研究の方法等

（参加者：CyKUT4⼈、少年サポートセンター1人、県教委3人）

■ネット問題をテーマにしたPTA研修等への積極的な支援

・PTAを対象とするネット問題をテーマにした研修の実施

➔9月末：4校 人権教育課指導主事等が講師となり実施

※H29年度実績：20校

・PTA教育⾏政研修【7地区予定】

➔6地区終了（9月末） いじめ・ネットトラブル対策について

ネット問題に対する県⺠運動の推進 ○PTA対象の研修において、家庭におけるネットの利⽤に関する協

議を⾏い、ルールづくりを促してきたことから、学校や市町村、

地区単位でのルールづくりが進みつつある。

●保護者がネット上のトラブルから子どもを守るための方法等を知

らない状況がある。また、学校・保護者の意識が重要であり、

ネットの問題を分かりやすく、具体的に啓発する必要がある。

➔PTA対象⼈権課題研修への講師派遣を⾏う。⼤⼈対象の研修に

おいて、作成した子ども向けの教材を紹介･活用し、学校での活

⽤や家庭におけるネットの利⽤に関するルールづくりを促す。

進捗管理票35 取組①

【取組のKPI】

①PTAまたは、学校によるインターネッ

ト利⽤のルールを決めている学校の割

合：85%（H31目標 100%）

➔小：35.6%、 中：50.5%、

高：33.3% （9月末）

H29 小：11.4%、 中：29.2%、

高：23.1%

【取組のKPI】

①いじめ防止の取組を学校経営計画に

位置づけ実施している学校：100%

➔小：96.9%、中：95.3％

高：88.0%、特：85.7%（9月末）

【取組のKPI】

①児童会・生徒会が主体となって、いじ

め防⽌の取組を継続的に⾏っている学

校の割合：100%

➔小：67.5%、中：77.1%（9月末）
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■全ての学校⽀援地域本部の活動に⺠⽣・児童委員の参画を得る取組

・⺠⽣・児童委員への学校支援地域本部の周知・参画要請

➔県⺠⽣･児童委員協議会連合会総会への参加（4月）

➔各市町村⺠⽣・児童委員協議会連合会への周知（5⽉〜）

※⺠⽣児童委員が活動に参画している学校⽀援地域本部の割合

97.8％（H29:95.3％）＜H30.9生涯学習課調べ＞

地域全体で⼦どもを⾒守る体制づくり

進捗管理票38 取組③

【取組のKPI】

①⺠⽣・児童委員やボランティア等との

間で⾒守りの仕組みが構築されている

高知県版地域学校協働本部（市町村推

進校）の数：28校以上

➔46校

■「学校支援地域本部」の「高知県版地域学校協働本部」への展開

・H29モデル7校の活動を県内全域に普及させる取組（市町村推進校）

➔市町村教育⻑及び学校訪問によるスケジュール確認（4〜５⽉）

➔地域福祉部と連携した市町村福祉部署への協⼒要請（5月〜）

➔市町村推進校の状況確認及び助言（10月末時点）

訪問等回数：145回

➔28市町村46校（小28校､中18校）で市町村推進校を設定

○高知県版地域学校協働本部（市町村推進校）の数は46校となり、

当初の目標を大きく上回った。現在、各推進校で取組が進められ

ている。

●市町村推進校の設定が困難な市町村（4市町）がある。

➔市町村推進校の未設定市町村に対し、年度内あるいは次年度の

円滑な⽴ち上げに向けて引き続き個別⽀援を実施（〜3月）

●市町村推進校における学校と地域の協議の場の設置や⾒守り体制

の構築に向けた個別支援が必要である。

➔学校地域連携推進担当指導主事等による進捗管理

10〜12月 ⾒守り状況の把握、個別課題への助言･指導

●県内全域への普及に向けた取組を進める必要がある。

➔H31年度からの設置計画の策定
12〜1月 市町村推進校の取組経験をもとに市町村ごとにH31

からの設置計画策定
２月 各市町村の設置計画をもとに県全体の設置計画策定

●学校⽀援地域本部における⾒守り活動の充実、及び⾼知県版地域
学校協働本部への発展のため、まずは全ての学校支援地域本部に
⺠⽣・児童委員を参画させる必要がある。

➔⺠⽣・児童委員の参画のない本部に関係する学校や地区⺠⽣児

童委員協議会等に対し引き続き事業周知や個別⽀援を実施（〜

3月）

（参考）｢学校支援地域本部｣から｢高知県版地域学校協働本部」

への移⾏要件

①充実した学校支援活動の実施

（4種類以上の学校支援活動を、年間計100日以上実施）

②学校と地域との定期的な協議の場の確保

（年度初め及び学期末など、年間概ね4回以上の開催）

③⺠⽣・児童委員の参画による⾒守り体制の強化

（学校との個別の情報交換会等を、概ね⽉１回程度開催）



保育者の親育ち⽀援⼒の強化

進捗管理票43 取組①、③

2

＜親育ち支援の充実＞

主な対策 A 成果（○）・課題（●）と今後の取組（➔）C平成30年度 これまでの取組状況D

保護者の⼦育て⼒向上のための⽀援の

充実

進捗管理票44 取組①、②

【取組のKPI】

①支援の必要な家庭に対する記録の

作成率：90％（270園/302園）

➔59.8％（5月末時点）

②家庭支援推進保育士の在園する園に

おけるガイドラインの活⽤率：100%

➔49.3%（34園/69園）（6月時点）

【取組のKPI】

①家庭支援推進保育⼠の研修参加率：

100％

➔90.0％（５月末時点）

厳しい環境にある子どもたちへの支援2取組の方向性
16

■家庭支援の記録に基づいた支援計画の作成についての周知・徹底

・家庭支援推進保育士の配置
➔69園70名（高知市単独事業の14園含む）

・家庭支援推進保育士の個別支援の充実

家庭支援推進保育講座【Ⅰ期（６/19）Ⅱ期（12/7）】

➔６/19 家庭支援の在り方や役割、記録の周知

・家庭支援の記録の作成状況の把握

➔家庭支援の記録の作成状況調査の実施

６月 保育所・幼稚園等 302園

■親育ち⽀援の中核となる保育者の資質向上及び意⾒交流の充実
・地域別連絡会の実施【各地域 ３回以上実施】

➔6地域16回 実施（10月末時点）

内容：地域の現状共有、交流会の開催事務、資質向上研修

・地域別交流会の開催
➔東部１G：６/18 20人、中部１G：7/24 23人、
中部２G：8/2、39人、中部３Ｇ：6/20 33人、
⻄部１G：9/6 44人、東部２G：10/18 31人

■管理職のリーダーシップによる親育ち⽀援体制の充実

・ガイドラインの活用状況調査の実施

➔7〜8月 保育所・幼稚園等 302園
・園内研修におけるガイドラインの活用

■保育所・幼稚園等で保育者や地域の子育て経験者、子育て世帯等が

交流できる場づくりの推進

・多機能型保育事業の推進

➔H29：6か所 → H30：15か所（計画）

・多機能型保育事業の実施に向けた関係各所との協議

➔市町村との協議、保育所個別訪問（18園）

高知市社会福祉協議会との打ち合わせ

・実施施設による交流会を開催（8/5）

・継続保育事業所との協議

➔7か所（今後の方向性・事業計画等の確認）

保育所・幼稚園等と地域等との連携の

充実

進捗管理票45 取組③

【取組のKPI】

①多機能型保育事業の実施施設：15

か所

➔7か所（11月時点）

・特に支援の必要な家庭の支援計画と記録の作成

・支援の必要な家庭の支援計画と記録の作成

●各園において個別の家庭支援の計画と記録の整備などが⾏われる

ためには、家庭支援を推進するリーダーを中心とした支援体制が

重要である。

➔各園における家庭支援を推進するリーダーの明確化と家庭支援

計画と記録の活用の促進

・幼保推進協議会や市町村訪問において、委員や担当課等と園

の体制づくりについて協議等を⾏う。

・園や市町村訪問の際に、厳しい環境の子どもたちへの取組状

況を確認し、指導・助言する。

●家庭支援推進保育士の有無にかかわらず、家庭支援に重点化した

研修への参加園を増やし、園の取組を充実していく必要がある。

➔コーディネーターや市町村担当者と連携し、家庭支援の研修へ

の計画的な参加を促す。

●地域別交流会においては全園が一堂に会することは難しいため、

その内容を全園に周知していく仕組みを作っていく必要がある。

➔地域別交流会等を通じた親育ち⽀援の地域でのネットワークづ

くり

●現在実施している保育所等の取組についてもスモールステップで

拡充し、カバー率を上げていく。

●多機能型保育事業の取組を継続するための宣伝や材料費等の⽀援

が必要

➔公⽴施設についても補助対象とすることで、⼦育て⽀援機能の

拡充と実施園の拡⼤に繋げる。また、事業継続への不安を解消

するため、継続費⽤を⾒込むとともに、⼦育て⽀援への場の提

供回数を負担の少ない回数から実施できるように補助制度を⾒

直す予定。



放課後等における学習の場の充実

＜小・中・高・特別支援学校＞

○昨年度から継続してＢタイプ学習⽀援員の配置拡充を呼びかけて

きたことで、放課後等学習支援員の配置校数に占めるＢタイプ学

習支援員の配置校数は、高い割合となっている。

○放課後等学習支援員の配置を週時程に位置づけることで、児童生

徒への計画的な個別支援が実施できている学校がある。

●中山間地域においては、地域内での放課後等学習支援員の人材確

保が難しく、交通⼿段や距離的な問題から地域外からの⼈材の確

保も⾒込めないケースがある。

➔定年退職予定者に対し、⼈材募集案内チラシの配布と学習⽀援

員を募集する市町村教育委員会の情報提供を⾏う。

➔「教師教育コンソーシアム」に、県で取りまとめた市町村教育

委員会の求人リストを提供し、マッチングを支援していく。

●国庫補助⾦の交付予定額の減額により、⼀部の学校で放課後等学

習⽀援員の配置を⾒合わせたり、配置⽇数を調整せざるを得ない

市町村がある。

計画 平均配置時間:6.8時間
現在 平均配置時間:3.7時間

➔執⾏⾒込額のうち、国費不⾜分の2分の1程度を県費で負担する
こととし、10月5日に追加交付決定。

●放課後等補充学習を実施するための学校組織体制の整備や、教員

と放課後等学習⽀援員の連携が不⼗分なことにより、計画的・効

果的な取組ができていない学校がある。

➔放課後等補充学習が組織的・効果的に実施されるよう、学校訪

問を通じて助⾔・情報提供を⾏う。また、取組状況に改善が必

要な学校には再度訪問し、進捗の検証を⾏い、効果的な取組に

つながるよう働きかけていく。

進捗管理票36 取組①

＜学びの場の充実＞

主な対策 A 成果（○）・課題（●）と今後の取組（➔）C平成30年度 これまでの取組状況D

■放課後等学習支援員の配置

・人材確保支援

➔退職予定教員の在籍校に人材募集案内チラシを送付（H30.3月）

➔県内4大学で構成する「教師教育コンソーシアム」への求人リスト

（5市町村、16校）の提出・派遣依頼（4月）

➔高知県教職員互助会（退職互助部）定期総会にて、人材募集案内

チラシの配付・事業説明（６月）

・国庫補助⾦交付予定額の⼤幅な減額への対応

➔県財政課との予算協議（4⽉〜）

➔市町村への予算執⾏⾒込調査及び訪問の実施（4〜5月）

➔事業継続･予算確保に関する⽂部科学省への政策提言（5〜6月）

➔市町村への補助⾦追加交付に係る予算執⾏⾒込調査の実施（８⽉）

➔上半期実績報告を基にした中間検証の実施（9〜10月）

➔市町村への意向調査の実施及び次年度計画の打ち合わせ（9〜10月）

■放課後等学習指導の質的向上

・指導主事による学校訪問の実施

➔各種学習状況調査結果を基にした訪問校の選定

取組事例集を用いた学習支援員の活用に関する助言・情報提供

①H29⾼知県学⼒定着状況調査結果を基に選定した学校への訪問

【計画：小学校 10校、中学校 10校】※7月から訪問実施

訪問済み（10月末）：小学校10校、中学校9校

②H30全国学⼒・学習状況調査結果を基に選定した学校への訪問

【計画：小学校 10校、中学校 10校】※11月から訪問予定

【取組のKPI】

①放課後等学習支援員の配置校数に占め

る授業から放課後までを一貫して担う

(Ｂタイプ)学習支援員の配置校の割合

小学校 93.4％、中学校 96.1％

➔小学校 92.1％、中学校 96.1％

（9月末）

※放課後等学習支援員の配置校数・人数
H30年度事業計画
小学校 122校、230名
中学校 077校、262名
計 199校、492名

H29年度配置実績
小学校 107校、229名
中学校 074校、258名
計 181校、487名
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・放課後等学習支援員の配置校数・人数(H30.9月末時点)

小学校：114校211名、中学校：76校202名（計190校413名）

うちAタイプ 小学校：009校018名、中学校：04校008名
Bタイプ 小学校：105校193名、中学校：73校194名
※重複なし

・学習支援員の配置校数に占める授業から放課後までを一貫して担う

学習支援員の配置校の割合

小学校：92.1％、中学校：96.1％



■中学校夜間学級設置に向けた検討

＜H29年度＞

・公⽴中学校夜間学級設置検討委員会の設⽴及び協議

➔検討委員会の設⽴（11月）

➔検討委員会の開催（４回 11/22、1/26、2/8、2/20）

➔検討委員及び教育委員会担当者による県外校視察

⼤阪府、京都府、奈良県

・公⽴中学校夜間学級（夜間中学）に対するニーズの把握及び広報

➔リーフレットの作成・配布（11月、17,000部）

➔アンケート調査の実施、分析（11⽉〜1月実施、回収1,235件）

＜H30年度＞

・設置主体、設置準備組織の⽴ち上げ等についての検討

・各市町村教育委員会へのアンケート調査の実施

➔6月実施 設置の意向、ニーズ把握の手段等について調査

・ニーズ把握調査の実施

➔県⺠世論調査 8月実施

➔個別相談会の開催 8/31

・他県への聞き取り調査の実施

・広報活動

➔リーフレットの作成・配布（10,000部 各市町村・関係機関）

➔メディア活用（TV・ラジオ、読み上げ広報、県教委広報紙）

➔ホームページ開設

厳しい環境にある子どもの学びの場への

いざない
●ニーズの把握が十分できておらず、学校開設に向けた取組を進め

るために必要な⼊学者数や⼊学者の学⼒レベル等についての情報

収集ができない。

➔ニーズ調査を⾏うとともに、外部委員をメンバーとした準備委

員会を設⽴し、 本県の状況や入学者のニーズに対応した夜間

中学の設⽴・運営に向け準備を進める。

「夜間中学体験学校」を開催し、学習の場の提供と広報活動

及び入学希望者の把握に努める。

【夜間中学体験学校 開催計画】

平成30年

11月29日（木）日高村（実施済）

12月04日（火）香美市（実施済）

平成31年

1月30日（水）四万十町

2月 5日（火）四万十市

2月22⽇（⾦）東洋町

県⺠への周知及びニーズの把握のため、引き続き新聞、ラジ

オ、テレビ等のメディアを活用した広報活動を展開するとと

もに、地域などの対象範囲を絞り、詳細なニーズの把握を⾏

う。

進捗管理票37 取組②

※H29年度公⽴中学校夜間学級設置検討委員会 協議・検討結果

・県⺠へのアンケート調査の結果、約８割が「夜間中学があっ

た方がよい」と回答

・県⺠の多様な学びを保障するためにも夜間中学の設置は必要。

・設置の主体については市町村と⼗分に協議を⾏う必要がある。

・交通の利便性の⾼い⾼知市に設置することが望ましい。

・できるだけ早期に設置することが望ましい。

・今後も夜間中学に関する情報収集を⾏いながら、引き続き開

設に向けての具体的な協議を⾏うべきである。

【取組のKPI】

・ニーズの把握

・市町村との連携

2

＜学びの場の充実＞（つづき）

主な対策 A 成果（○）・課題（●）と今後の取組（➔）C平成30年度 これまでの取組状況D

厳しい環境にある子どもたちへの支援2取組の方向性
18



地域との連携・協働3取組の方向性

子どもも大人も学び合う地域づくり

進捗管理票65 取組②

■学校支援地域本部の設置促進

・H30設置状況(小・中学校等)

・新規設置校53校に対する学校地域連携推進担当指導主事（教育事務所

3、高知市1）等による支援

➔学校経営計画の内容確認、訪問等による状況確認･助言（5⽉〜）

・地域コーディネーターの育成・確保

➔地域コーディネーター研修会

3回開催 参加 計187名

➔高知県地域学校協働活動研修会：7/19 参加 85名

■コミュニティ・スクールについての周知・啓発

➔コミュニティ・スクールに設置に関する聞き取り調査（H30.4）

設置校数：49校(全体の16.7％ うち新規7校(小５校・中２校))

地域との連携・協働の推進 ●新規設置予定校の円滑な⽴ち上げに向け､継続的に⽀援していく

必要がある。

➔学校地域連携推進担当指導主事等による支援（随時）
学校経営計画のPDCAの仕組みを活用したチェック及び助言
学校訪問等による進捗状況確認及び助言

●平成31年度新規設置校を開拓する必要がある。

➔市町村教育⻑訪問による設置要請（9〜11月）

➔学校との設置計画の再確認（10〜12月）

➔H31設置校への⽴ち上げ準備の⽀援（1〜3月）

●地域コーディネーター人材の確保や育成が必要である。

➔今年度実施した研修会の成果・課題を踏まえ、地域コーディ

ネーターの確保・育成に向けた取組の強化を図る。

●コミュニティ・スクールの新規設置に向けて、市町村教育委員会

や学校に対し、情報提供や推進に関する助言を充実させる必要が

ある。

➔コミュニティ・スクール未設置の16市町村を対象に、小中学校

課と⽣涯学習課との連携により、導⼊に向けたアプローチを⾏

う。

進捗管理票3 取組①

主な対策 A 成果（○）・課題（●）と今後の取組（➔）C平成30年度 これまでの取組状況D

■「学校支援地域本部」の「高知県版地域学校協働本部」への展開

・H29モデル7校の活動を普及させる取組（市町村推進校）

➔市町村教育⻑及び学校訪問によるスケジュール確認（4〜５⽉）

➔地域福祉部と連携した市町村福祉部署への協⼒要請（5月〜）

➔市町村推進校の状況確認及び助言（10月末時点）

訪問等回数：145回

➔28市町村46校（小28校､中18校）で市町村推進校を設定

【取組のKPI】

①学校支援地域本部が設置された学校数

241校（小学校:154校､中学校:85校、

義務教育学校:2校）

➔（11月中間調査予定）

②学校支援地域本部の担当窓口を決めて

いる学校の割合：100％

➔（11月集計予定）

③コミュニティ・スクール設置校数

年度末60校以上

➔49校 (うち新規7校(小５校･中２校))

【取組のKPI】

①高知県版地域学校協働本部の３要件を

満たした協働本部（市町村推進校）の

数：28校以上

➔46校

H29(実績) H30 H29➔H30

小学校 114 154 ＋40

中学校 73 86 ＋13

義務教育学校 2 2 －

計 189/295 242/292 ＋53

実施校率 64.1% 82.9% －

未実施校 106 50 △56

（参考）｢高知県版地域学校協働本部」への移⾏要件

①充実した学校支援活動の実施

（4種類以上の学校支援活動を、年間計100日以上実施）

②学校と地域との定期的な協議の場の確保

（年度初め及び学期末など、年間概ね4回以上の開催）

③⺠⽣・児童委員の参画による⾒守り体制の強化

（学校との個別の情報交換会等を、概ね⽉１回程度開催）
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○高知県版地域学校協働本部（市町村推進校）の数は46校となり、

当初の目標を大きく上回った。現在、各推進校で取組が進められ

ている。

●市町村推進校の設定が困難な市町村（4市町）がある。

➔市町村推進校の未設定市町村に対し、年度内あるいは次年度の

円滑な⽴ち上げに向けて引き続き個別⽀援を実施（〜3月）

●市町村推進校における学校と地域の協議の場の設置や⾒守り体制

の構築に向けた個別支援が必要である。

➔学校地域連携推進担当指導主事等による進捗管理

10〜12月 ⾒守り状況の把握、個別課題への助言･指導

●県内全域への普及に向けた取組を進める必要がある。

➔H31年度からの設置計画の策定
12〜1月 市町村ごとにH31からの設置計画策定
２月 各市町村の設置計画を基に県全体の設置計画策定



保幼⼩の円滑な接続の推進

進捗管理票49 取組①、②

■ガイドラインの活用方法についての周知

・高知県幼保推進協議会の開催：5/28、9/14、1/21

・管理職研修等での説明（教育センター研修を通じて実施）

➔５/11基礎研修Ⅱ－１（83名）

５/14所⻑・園⻑研修Ⅰ－１（55名）

５/24主任・教頭研修Ⅰ－１（56名）

・各園への直接訪問等による指導・支援

指導主事、アドバイザー等による園内研修支援【年間200回予定】

➔210回（10月末）

キャリアアップ研修（乳児保育・幼児教育）実践研修【年間150回予定】

➔71回（10月末）

・ガイドラインの活用状況の把握

➔ガイドラインの活用状況調査の実施（6,12月）

保育所・幼稚園等 301園

保育所保育指針・幼稚園教育要領等に

沿った指導⽅法の確⽴
○園内研修の保育協議や助言の中で、状況に応じた振り返りの視点

がもてるよう、実践者のキャリアステージや園の課題に応じたガ

イドラインの活⽤を伝えながら⽀援を⾏うことで、ガイドライン

を活用して話し合う園の割合が増えてきている。

●指針・要領に沿った指導⽅法の確⽴に向けて、各園においてガイ

ドラインを活用し、それに基づく話し合いを取り入れていくこと

が必要である。

➔園内研修の未実施園の多いキャリアアップ研修の実践研修支援

において、ガイドラインの視点に基づく振り返りや保育協議を

⾏うことで、効果的な活⽤を促していく。また、実践研修の中

心的な支援者であるアドバイザーと連絡会等を通じて、支援の

課題や方策等を協議・共有することで効果的な研修支援につな

げる。

進捗管理票46 取組①

就学前教育の充実4取組の方向性
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主な対策 A 成果（○）・課題（●）と今後の取組（➔）C平成30年度 これまでの取組状況D

■高知県保幼小接続期実践プラン活用促進に向けた研修会の実施

・保幼小接続期実践プラン研修会の実施

➔6/7 香南市（99名）、6/8 須崎市（158名） （ ）は参加者数

対象：保育者、小学校教員、指導主事

・幼児教育の推進体制シンポジウム

➔7/30 高知市 参加308名（うち保育者133名、小学校教員43名）

■市町村における保幼小連携研修会等の支援

➔5/15南国市（50名）、7/24安芸市（21名）、8/6 須崎市 （160

名）、8/6香南市（32名）、8/28室⼾市（22名）、9/21東部教育

事務所指導事務担当者会（15名） （ ）は参加者数

講話・グループ協議の支援

■保幼小連携・接続の実施状況の把握

・高知県幼保推進協議会の開催：5/28、9/14、1/21

・保幼小連携・接続の現状調査の実施（７・12月）

➔結果の取りまとめ：1月、集計結果の通知：2月

※調査結果を基に、園内研修等による訪問支援を実施（2⽉〜）

○同じ地域の保育者と教員が直接協議する場を持つことで、保育・

教育や地域の⼦どもの育ちについて共有し、接続する意義の理解

が進んできている。

●連携・接続の必要性について認識されてきた反⾯、現場の多忙化

などから市町村等による⾒通しをもった協議の場の設定が⼀部に

留まっており、共通認識をもって実施・改善することが難しい。

➔市町村や園からの要望や、現状調査による成果・課題の把握か

ら、保幼小連携アドバイザー等による個別支援や市町村等への

働きかけを続ける。

【取組のKPI】

①各保育者によるガイドラインの活用：

90％（270園/302園）

②組織的なガイドラインの活用：50％

（150園/302園）

➔①56.5%（170園）（5月末時点）

②44.2%（133園）（5月末時点）

【取組のKPI】

①接続期カリキュラムの作成

保育所･幼稚園等 60％

（180園/302園）

小学校 90％

（170校/192校）

➔（12月調査予定）

H29年度の状況（H30.7月調査）

保育所･幼稚園等 45.0％(131園)

小学校 90.6%(174校)

②連絡会・連携研修会の実施

小学校区 100％（192校）

➔（12月調査予定）

H29年度の状況（H30.7月調査）

小学校区 51.0%(98校）



子どもも大人も学び合う地域づくり

進捗管理票65 取組⑤

■研修等の充実による司書の専門性の向上

➔著作権に関する研修（4月 2回）、レファレンス研修（7月 2回）、

データベース操作研修（5・7月 3回）、読書バリアフリー研究会

（9月 7名参加）、全国図書館大会（10月 2名参加）

■課題解決⽀援機能の充実に向けた専門機関や⾏政機関との関係づくり

➔アウトリーチ専門職員による専門機関訪問、来訪、電話・メールで

の打ち合わせ：268件（10月末）

■資料の充実及びデータベースや電子書籍による情報の提供

➔一般図書 23,708冊、雑誌等 851タイトル（11月）※寄贈除く

➔データベースの整備：24種類(延べ利⽤件数：1,481件)(10月末)

➔電子書籍の導入（H29.10月）

H30登録者数：304名（累計913名）（10月末）

延べ閲覧回数：2,696回（累計7,959回）（10月末）

延べ貸出数： 918回（累計2,781回）（10月末）

■市町村⽴図書館等に対する支援

・県全域の図書館の振興を目指した「高知県図書館振興計画」策定（7月）

・市町村⽴図書館等への協⼒貸出

➔協⼒貸出冊数：10,206冊（10月末）

➔オーテピア開館までの休館対応（⻑期貸出）：15,832冊（31館）

・市町村⽴図書館等の業務への助⾔・サポート

➔市町村巡回訪問：25市町村（延べ37回）（10月末）

➔業務支援のための職員派遣（5月 梼原町、9月 仁淀川町）

・市町村職員等を対象とした研修の実施

➔図書館サービス基礎研修：総合編4/26（参加者数：35名）

➔どこでも研修：3市町⽴図書館（参加者数：延べ30名）

新図書館等複合施設を核とした県⺠の

読書環境・情報環境の充実
○開館後、約３ヶ月でレファレンス件数の目標値の約64%を達成。

○専門機関や⾏政機関と連携したイベントや相談会等を開催し、関

係を深めることができた。開館後は、オーテピアを会場とした取

組の実施、相談が増えつつある。

●利⽤者から寄せられる多様なレファレンスに応え、質の高いサー

ビスを提供していくため、OJTや県外の専門研修の受講などによ

り、司書の専門性をさらに高めていく必要がある。

➔研修等の充実による司書の専門性の向上

・レファレンス研修等司書の専門性アップ研修

・県外研修への派遣（アジア情報研修（11/8〜11/9）等）

・外部講師招聘研修（対象：図書館職員）

●課題解決⽀援に携わる専門機関や⾏政機関と連携・協⼒しながら

サービスを提供するためには、情報の共有や関係の強化を図って

いくことが必要である。

➔専門機関、⾏政機関とのイベントやセミナー等の共同実施

➔メールマガジン送付など、⾏政機関等へのサービスの周知

●オーテピア高知図書館が提供する様々なサービスについて県⺠へ

の周知が不⼗分である。

➔チラシの作成・配布や市町村⽴図書館等向けのブログの新設、

メールマガジンの配信（月１回）など、多様な広報媒体の活用

や様々な機会を活用した情報発信により、幅広い層に図書館

サービスを周知

進捗管理票64 取組①、②

生涯学び続ける環境づくり5取組の方向性

主な対策 A 成果（○）・課題（●）と今後の取組（➔）C平成30年度 これまでの取組状況D

■県内全域を対象とした理科教育・科学⽂化の振興

・高知みらい科学館の運営への参画

➔県指導主事の派遣及び市職員との併任（４⽉〜）

➔県市実務者レベルによる協議「科学館事業検討会」

4回実施（4/25、6/21、9/18、10/10）

・科学館で⾏う事業に全国的な視点を取り⼊れるための体制の構築

➔第1回「科学館協議会」（7/6）

➔「科学館スーパーバイザー」による助言・関係者への講演等

小川義和氏(国⽴科学博物館参与) 10/20〜21

小川正賢氏(東京理科⼤学教授) 10/26〜27

観⼭正⾒⽒(元国⽴天⽂台台帳） 11/23〜24

○多くの県⺠の皆様に来館いただいており、プラネタリウムや「サ

イエンスショー」などに好評を得ている。

●子どもたちの科学への関心をより高め､ひいては､理系分野の科目

にも興味を持ってもらうよう、設置者である高知市と連携して事

業内容の更なる充実を図る必要がある。

➔派遣指導主事や併任職員、また、「科学館事業検討会」の定期

的な開催により、科学館の運営に日常的に関与する。

➔開館後の状況や、「科学館協議会」での意⾒、「科学館スー

パーバイザー」によるスーパーバイズを踏まえ、高知市と協議

のうえH31年度事業計画を策定する。

※今年度の到達目標

①レファレンス件数：延べ20,000件

➔12,794件（7/24〜10/31）

②市町村⽴図書館等への年間総協⼒貸

出冊数：32,000冊以上

【取組のKPI】

①入館者数：60,000人

➔142,230人（10月末）

②プラネタリウム観覧者数：20,000人

➔24,153人（10月末）

③科学館理科学習等利⽤学校数：120校

➔（9⽉利⽤開始、179校利⽤予定）
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※オーテピア開館後の状況（11月末現在）

入館者数：426,526人

貸出冊数：384,866冊

利⽤登録件数：15,220件（※共通利⽤

カード新規登録者数）



■「後期実施計画」の策定

・「後期実施計画」策定に向けた「教育委員会協議会」の開催

【計画：全体会４回、地域会６回程度】

➔全体会 ５回実施（4/23、5/14、5/18、8/29、9/5）

地域会 ３回実施（7/11、7/13、7/17）

※「中間とりまとめ」策定（5/23）

➔意⾒公募（パブリックコメント）実施（10/24〜11/22）

・「後期実施計画」の冊子・概要版の作成・配付【計画：全市町村】

・「後期実施計画」周知会の実施【計画：４箇所】

■グローバル教育

・グローバル教育プログラム（探究型学習と英語教育）の普及・啓発

（高知南中学校・高等学校、県教育センター）

SGH事業の計画（⾼知⻄⾼等学校）

高知国際中学校の国際バカロレアMYP認定及び高知国際高等学校

（H33年度開校）のDP認定に向けて準備

・グローバル教育推進委員会の開催

➔第１回実施（9/20） ※第2回 2/12開催予定

・SGH運営指導委員会の開催（7月・２月）

➔第１回 7/11実施

・高知国際中学校におけるオープンスクール、学校説明会の実施

➔オープンスクール２回実施（6/24、8/26）

学校説明会（11/11）

■須崎総合高等学校の開校に向けて

・学校パンフレット発⾏

➔６月 入学生のいる12市町村等へ配付

・須崎総合高校開設式（7/1）

・須崎総合高校に関する学校説明会（教職員対象と保護者対象の２部

構成）【計画：３箇所で実施】

➔10/15 四万十町、10/16 須崎市、10/22 佐川町

・須崎総合高校合同説明会【計画：12月】

・新校舎建築工事（H29.7〜H31.1）

・新体育館建築工事（H29.10〜H31.1）

教育の質の維持・向上を図る視点に⽴っ

た学校の再編の推進

＜高等学校＞

○須崎総合高等学校が平成30年７⽉に開設された。

○全ての学校の在り方の方向性等を示した「後期実施計画」の「中

間とりまとめ」を策定した。

●「後期実施計画」の策定に向け、統合を含む対象校に関する協議、

中山間地域の学校及び分校における地域との協議会等の開催など

を着実に⾏っていく。

➔「後期実施計画」策定に向けた検討を⾏う「教育委員会協議

会」を開催する。あわせて、パブリックコメントを実施する。

・ICTを活用した学習環境の整備

・各校の特⾊を活かした魅⼒化の推進

・南海トラフ地震への対応

●グローバル教育プログラム及びSGH事業の研究開発の成果を、高

知国際高等学校の開校に向けて活かす必要がある。

➔グローバル教育プログラム（探究型学習と英語教育）を実践し、

その成果を県内の県⽴中学校、⾼等学校等に普及する。

➔SGH運営指導委員会、グローバル教育推進委員会を開催し、取

組の改善・充実を図る。

➔高知国際中学校の、国際バカロレアMYP認定に向けて取り組む。

また、高知国際高等学校のDP候補校申請に向けて準備する。

進捗管理票55 取組①
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主な対策 A 成果（○）・課題（●）と今後の取組（➔）C平成30年度 これまでの取組状況D

【取組のKPI】

※検討中

基盤となる教育環境の整備その他



■高知県安全教育プログラムに基づく防災教育の推進

・防災の授業及び避難訓練の計画的かつ確実な実施

※防災の授業：全学年年間５時間以上(小・中学校)、３時間以上(高等学校)

※避難訓練：緊急地震速報の活⽤等様々な設定での訓練を年間３回以上

➔数値目標を含む推進⽅針を伝達、依頼⽂書発出（前年度３⽉）

➔市町村教育⻑会議、校⻑会議、市町村指導事務担当者会議等で、

防災教育の推進について実施を依頼（４〜６月）

➔防災の授業等の実施予定時数の調査（５月実施）

➔チェックリストにより、上半期の実施状況を調査（9月実施）

全ての学校の実施状況及び今後の予定を確認

・学校や教職員の危機管理⼒及び防災教育⼒の向上

➔防災教育研修会（県内３地域４回開催）（7〜8月）

東部地区：104名、中部地区A：214名、中部地区B：156名、

⻄部地区：183名（計657名参加）

➔実践的防災教育推進事業におけるモデル地域の拠点校（10校）へ

指導助言開始（５〜１月）

➔防災キャンプ推進事業：２町村における実施

日⾼村⽴能津⼩：7/21・22、津野町⽴精華⼩：10/28・29

・学校防災アドバイザーの派遣による学校の安全対策の強化

➔学校防災アドバイザー派遣計画周知、大学教授等16名に委嘱（５

月）、市町村⽴学校8校、県⽴学校7校に派遣（11月現在）

・「高知県高校生津波サミット」の一連の取組による高校生防災リー

ダーの育成

➔参加意向調査（４月）実践校20校決定（５月）

➔学習会の開催（6/10）、事前レポート取りまとめ（５月）

➔被災地訪問（7/29〜31 台風のため延期→8/24〜8/26）

➔｢世界津波の日｣2018高校生サミットin和歌山に参加10/31〜11/1

南海地震等の災害に備えた取組の推進

＜小・中・高等・特別支援学校＞
○公⽴学校における防災の授業及び避難訓練実施の進捗状況及び今

後の予定を調査し、目標数値の達成⾒込みを確認している。

○「高知県高校生津波サミット」に実践校として参加している高校

生は、学習会、被災地訪問、世界津波の日高校生サミットに参加

し、自然災害の脅威や防災の取組を学ぶとともに、国内外の高校

⽣と交流することによって、防災活動への意欲を⾼めることがで

きた。

●防災教育研修会での研修内容が参加者だけのものにとどまり、自

校の防災教育や安全管理に⼗分に反映できていない学校がある。

学校悉皆研修の趣旨から、各学校において研修内容を確実に

フィードバックし、実践に反映させるよう継続して指導していく

必要がある。

➔防災教育研修会等での学びを自校の教職員で共有し、防災教育

及び安全管理に反映するよう、働きかけや指導⽀援を⾏う。

●⾼校⽣が主体的な防災活動を⾏うための防災リーダー組織を構築
している学校が少ない。平成29年度から実施している「⾼知県⾼
校生津波サミット」の一連の取組を継続し、高校生による防災活
動を⽀援するとともに、活動の⺟体となる防災リーダー組織の構

築を推進する必要がある。

➔「高知県高校生津波サミット」の一連の取組を通じた学びと交

流が、⾼校⽣による多様な防災活動の展開につながるよう実施

内容を充実させていく。１年間の取組成果をまとめた報告書を

活用し、各学校における防災リーダー組織の構築と高校生によ

る主体的な防災活動の推進を図る。

進捗管理票53 取組②

【取組のKPI】

①防災の授業実施率：100％

全学年年間５時間以上（小・中学校）

３時間以上（高等学校）

②避難訓練の実施率：100％

様々な状況設定での訓練を年間３回以上

③防災教育研修会での研修内容のフィー

ドバック率：100％（参加者による校

内伝達研修等、自校の防災教育・安全

管理への活用）

④学校防災アドバイザー派遣校における安

全管理体制の改善率：100％

➔（①〜④ 11月集計予定（チェック

リストによる調査））
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